
５事業実施のポイント

岩手県宮古市（一般市）

３実施方法について

実施方法 委託（委託先：宮古市社会福祉協議会）、単年・随意契約

事業費 13,972千円

理由
（委託）

地域に根差した活動を長年行っていること、生活福祉資金貸
付事業の実施により低所得世帯の事情に通じていること、ま
た、東日本大震災被災者訪問やコミュニティ構築活動を行っ
ており地域住民からの信頼も厚く、困りごとを抱える世帯へ
の支援が期待できるため。

課題・対
応

・現在の宮古市は宮古市、田老町、新里村、川井村が合併し
てできている。面積が1,259㎢と広いため、旧町村部へのア
ウトリーチが課題。
・課題が複合的かつ複雑な世帯が多く、支援に時間を要する。
・課題の背景として孤立や幼少期の生活課題があることが多
く、自己肯定感の向上を図ることに苦慮する。

事業概要 ・宮古駅から徒歩３分、商店街に「くらしネットみやこ相談
室」として事務所・窓口を設置、時間外の対応は「よりそい
ホットライン」が対応。
・市民が「お茶っこ」をしながら気軽に相談できる。
・主任相談支援員１名、相談支援員２名（就労支援員兼務）、
就労支援員４名、家計改善支援員１名を配置

その他
特記事項

・支援調整会議を月１回開催。ハローワーク、救護施設、障
害者就業・生活支援センター、地域包括支援センター等関係
機関担当者が出席。また、事例検討会を年３回実施。
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人口

保護率

52,778人

％1.5

自立相談支援事業

６取り組んで良かったこと

・関係機関との連携・適切な役割分担

高齢者を中心とした転居やサービス利用に向けた保証人の課題、高齢

者世帯に属する無就業者の課題等、地域課題を支援調整会議の場を活用

して提案している。これにより多くの機関から相談がつながり、事業実

績が増加している。また、適切な役割分担と連絡調整ができている。

○事業の周知
チラシを新たに作成。相談につなが
る方々が多い窓口に設置。

○就労準備支援事業との連携
８０５０問題等、高齢者世帯からの無
就業者の相談が地域包括支援セン
ターを通じて寄せられる。就労準備
支援事業との連携により対応。

○関係機関との連携強化
行政（生活保護・介護保険等）・社会
福祉法人（介護・障害・救護施設）・
ハローワーク等との連携を強化する
ため年３回事例検討会を開催。

新規相談受付件数人口１０万人当た
り(件）

プラン作成件数人口１０万人当たり
(件）

就労・増収率(％）

32.8

4.7

80.0

一月当たり

一月当たり

新規相談
受付件数

プラン
作成件数

就労支援
対象者数

就労者数 増収者数

208人 30人 15人 18人 15人

就労支援対象者数人口１０万人当た
り(件） 一月当たり

2.4


